
議 会 運 営 委 員 会 

令和 3年 6月 11日（金） 

午前 10時～ 

開議   時   分 

閉議   時   分 

全員協議会室 

 

出 席 者 

〔委 員〕笹田委員長、川上副委員長、三浦委員、沖田委員、柳楽委員、飛野委員、 
岡本委員、芦谷委員、道下委員、澁谷委員、牛尾委員 

〔議長団〕川神議長、佐々木副議長 
〔委員外議員〕西川議員、西村議員 

〔執行部〕坂田総務部長、佐々木総務課長、河内財政課長、猪狩総務管理係長 

〔事務局〕古森局長、下間次長、近重書記 

 

議 題 

1  令和 3年 6月浜田市議会定例会議について 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症関連の浜田市支援策【第 8弾】（案）について 

資料 1-1 

 ⑵ 令和3年6月浜田市議会定例会議の付議事件等及び付託案について 資料 1-2、1-3 

  ・請願文書表（案） 資料 1-4 

  ・意見書の提出について 資料 1-5 

 ⑶ 令和 3年 6月浜田市議会定例会議の会議予定について 資料 1-6 

 ⑷ その他 

 

2  令和 3年 6月浜田市議会定例会議 陳情書の取扱について 資料 2 

 ⑴ 陳情付託先案について 

 

3  議会改革に関する検討結果について（第 5回報告） 資料 3 

  （議員定数等議会改革推進特別委員会） 

・浜田市議会議員政治倫理条例の一部改正について 

  ・浜田市議会議員政治倫理条例施行規程の一部改正について 

 

4  押印等の取扱に関する検討について 資料 4 

 

5  予算決算委員会の在り方について 資料 5 

 

6  はまだ議会だより読者アンケートに寄せられた意見等への対応協議について 

 資料 6 

7  その他  

 ⑴ 請願者等の意見陳述の意見集約について（提出：7月 1日 正午） 
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新型コロナウイルス感染症関連の浜田市支援策【第 8弾】（案）について 

 

このたび、新型コロナウイルス感染症関連の浜田市支援策【第 8弾】（案）を取りまとめました。 

支援策【第 8弾】の総事業費は 9,546万円。内訳は、国・県全額負担事業が 3事業で 6,324万円、市独自

事業が 3事業で 3,222万円。財源は、地方創生臨時交付金や財政調整基金などを活用します。 

今回の支援策【第 8 弾】によって、市独自支援策の総事業費は、第 1 弾～第 7 弾と合わせて、合計 47 億

403万円（既存予算対応分を除く）となります。 

一部事業を除き、6月市議会定例会議に諮り、議決を得た上で、出来るものから順次、実施する予定です。 

 

                                  令和 3年 6月 11日  

浜田市長 久保田 章市 

 

 

令和 3 年 6 月 11 日 

議会運営委員会資料 

市 長 公 室 
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１ 国・県全額負担事業（市実施分） 

〇事業費 6,324万円（財源内訳 国県補助 6,324万円） 

※ NO.2について、6月議会補正予算対応（NO.1は今後補正予算対応、NO.3は既存予算〔国全額負担事業〕対応） 

  

No 事業内容等 事業費 担当課 

1 

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金(仮称) 

 緊急小口資金等の特例貸付を利用できない世帯(借入額が限度額に達している・再貸付

について不承認とされた)に対し、給付金（上限 10万円/月・最大 3か月分）を支給。 

 ※ 収入要件、資産要件、求職要件等有り 

※ 生活保護世帯を除く 

※ 県 10/10補助 〔県 510万円、市 0万円〕 

510万円 地域福祉課 

2 

子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯以外の低所得の子育て世帯分） 

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得の子育て世帯に対し

て、給付金（児童 1人当たり 5万円）を支給。 

※ 支援策第 7弾の子育て世帯生活支援特別給付金（ひとり親世帯分）の支給対象 

児童は除く。 

※ 国 10/10補助 〔国 4,890万円、市 0万円〕 

4,890万円 子育て支援課 

3 

新型コロナウイルスワクチン高齢者接種加速化事業 

 65歳以上の高齢者へのワクチン接種を加速化するため、接種計画を一部変更し、当該高

齢者を対象とした集団接種を実施する。 

 ※ 集団接種に係る費用 

  ・コールセンターに係るシステム・機器購入等  153万円 

  ・医療従事者（医師、看護師等）への謝金等  567万円 

  ・身体障がい者等に対する交通費助成  204万円 

924万円 
新型コロナウイルス

ワクチン接種対策室 
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２ 市の独自支援策 

〇事業費 3,222万円（財源内訳 国県補助・臨時交付金等 2,172万円、財政調整基金 1,050万円） 
 

※ 3事業いずれも 6月議会補正予算対応 

区分 No 事業内容等 事業費 担当課 

１ 

事
業
者
向
け 

1-1 

山陰浜田港公設市場 商業棟オープン延期に伴う営業補償 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、商業棟のオープンを延期した山陰浜田

港公設市場について、指定管理者に対し、営業損失（令和 3年 3月～7月分）を補償

する。 

1,050万円 水産振興課 

２ 

教
育
環
境
整
備 

2-1 

保育所等感染拡大防止対策支援 

保育所、放課後児童クラブ等に対してマスクや消毒液等を配布するとともに、感

染防止用の備品購入等に対し、施設の利用定員に応じて助成（1施設上限 50万円）

する。 

※ 国 1/3、県 1/3補助 〔国 621万円、県 621万円、市 623万円〕 

1,865万円 子育て支援課 

３ 

そ
の
他 

3-1 

生活困窮者自立支援の機能強化事業 

新型コロナウイルス感染症の影響により増加する生活困窮者からの相談に対し、

きめ細かく迅速な支援を提供できるよう、浜田市社会福祉協議会に業務委託してい

る自立相談支援体制の強化を図る（相談支援員 1人増に係る経費）。 

※ 県 3/4補助〔県 230万円、市 77万円〕 

307万円 地域福祉課 
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令和 3 年 6 月浜田市議会定例会議 付議事件 

 

議案等（11 件） 

〔条例関係 8 件、市道路線の廃止 1 件、市道路線の認定 1 件、補正予算 1 件〕 

議案第 52 号 浜田市固定資産評価審査委員会条例及び浜田市職員の服務

の宣誓に関する条例の一部を改正する条例について 

議案第 53 号 浜田市個人情報保護条例及び浜田市個人番号の利用及び特

定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案第 54 号 浜田市職員の特殊勤務手当に関する条例及び浜田市外来検

査センター条例の一部を改正する条例について 

議案第 55 号 浜田市乳幼児等医療費助成条例の一部を改正する条例につ

いて 

議案第 56 号 浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準に関する条

例の一部を改正する条例について 

議案第 57 号 浜田市病児・病後児保育室条例の制定について 

議案第 58 号 浜田市高齢者生活支援事業の手数料の徴収に関する条例を

廃止する条例について 

議案第 59 号 浜田市火入れに関する条例の一部を改正する条例について 

議案第 60 号 市道路線の廃止について（今福 82 号線） 

議案第 61 号 市道路線の認定について（浜田 566 号線外） 

議案第 62 号 令和 3 年度浜田市一般会計補正予算（第 4 号） 
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報告（9 件） 

報告第 2 号 専決処分の報告について（浜田市税条例等の一部を改正す

る条例） 

報告第 3 号 専決処分の報告について（令和 2 年度浜田市一般会計補正

予算（第 13 号）） 

報告第 4 号 専決処分の報告について（浜田市高速情報通信基盤整備工

事の変更契約） 

報告第 5 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第 6 号 令和 2 年度浜田市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告に

ついて 

報告第 7 号 令和 2 年度浜田市農業集落排水事業特別会計繰越明許費繰

越計算書の報告について 

報告第 8 号 令和 2 年度浜田市水道事業会計予算繰越計算書の報告につ

いて 

報告第 9 号 放棄した市の私債権の報告について 

報告第 10 号 放棄した市の私債権の報告について 
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令和3年6月浜田市議会定例会議 付託先一覧（案） 

 

【市長提出議案の付託件数内訳】 

総務文教委員会 1件、福祉環境委員会  3件、産業建設委員会  3件、 

予算決算委員会 1件 

 ※即決…3件 

市長提出議案等（議案11件） 

議案等番号 件 名 付託先等 

議案第 5 2号 浜田市固定資産評価審査委員会条例及び浜田市

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正す

る条例について 
総務文教委員会 

議案第 5 3号 浜田市個人情報保護条例及び浜田市個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一

部を改正する条例について 

委員会付託省略 

6月25日即決 

議案第 5 4号 浜田市職員の特殊勤務手当に関する条例及び浜

田市外来検査センター条例の一部を改正する条

例について 
〃 

議案第 5 5号 浜田市乳幼児等医療費助成条例の一部を改正す

る条例について 〃 

議案第 5 6号 浜田市家庭的保育事業等の設備及び運営の基準

に関する条例の一部を改正する条例について 福祉環境委員会 

議案第 5 7号 浜田市病児・病後児保育室条例の制定について 〃 

議案第 5 8号 浜田市高齢者生活支援事業の手数料の徴収に関

する条例を廃止する条例について 〃 

議案第 5 9号 浜田市火入れに関する条例の一部を改正する条

例について 産業建設委員会 

議案第 6 0号 市道路線の廃止について（今福82号線） 〃 

議案第 6 1号 市道路線の認定について（浜田566号線外） 〃 

議案第 6 2号 令和3年度浜田市一般会計補正予算（第4号） 予算決算委員会 
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請願（1件） 

議案等番号 件 名 意見陳述 付託先等 

請願第22号 島根県西部地区有害鳥獣捕獲研修セ

ンターの設置を求める請願について 
あり 産業建設委員会 

 

意見書（1件） 

発議番号 件名 

発議第 6号 地方財政の充実・強化を求める意見書について 

 

市長報告事件（9件） 

報告第2号 
専決処分の報告について（浜田市税条例等の一部を改正する条

例） 

報告第3号 
専決処分の報告について（令和2年度浜田市一般会計補正予算

（第13号）） 

報告第4号 
専決処分の報告について（浜田市高速情報通信基盤整備工事の変

更契約） 

報告第5号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 

報告第6号 令和2年度浜田市一般会計繰越明許費繰越計算書の報告について 

報告第7号 
令和2年度浜田市農業集落排水事業特別会計繰越明許費繰越計算

書の報告について 

報告第8号 令和2年度浜田市水道事業会計予算繰越計算書の報告について 

報告第9号 放棄した市の私債権の報告について 

報告第10号 放棄した市の私債権の報告について 

 

議会報告事件（4件）  定例会議最終日（7月5日報告予定） 

議員派遣報告書 

（7/11）はまだ市民一日議会 

（7/16）地域協議会と議会との意見交換会（旭地域協議会） 

（8/4午前）2040未来ビジョン出前セミナー 

（8/4午後）令和3年度島根県市議会議長会議員研修会 

 

 



令和3年 6月浜田市議会定例会議   

請 願 文 書 表 
 

受理

番号 
件   名 請 願 者 紹介議員 

受理 

年月日 

22 

島根県西部地区有害鳥

獣捕獲研修センターの

設置を求める請願につ

いて 

浜田市猟友会 

会長 下谷 巧 

川上 幾雄 

永見 利久 

田畑 敬二 

R3.5.31 

付託委員会 審査経過（委員会） 審査経過（本会議） 
結果 

年月日 

産業建設委員会   R3.7.5 

平素は、猟友会活動に対しまして多大なご理解・協力を賜り、誠にありがとうございます。 

猟友会は、受託した害獣駆除の他に安全啓発運動、射撃会、新人育成などの活動を行っていま

す。しかしながら近年は、狩猟免許取得者の減少が目立つようになるとともに、駆除を担う実働

人員の確保が困難となっています。 

このような中、島根県西部の中山間地域においては、イノシシ、シカ、サルなどの野生獣によ

る農林水産業被害が深刻化・広範囲化するとともに、ツキノワグマについては農林水産業被害の

みならず人的被害の発生も危惧されていたところ、昨年は実害が発生しました。また、アライグ

マやヌートリアなど外来生物も繁殖し被害が出るなど、中山間地域住民の生活に大きな影響や支

障を与える状況となっています。 

これまでも鳥獣害を防止すべく猟友会活動を進めてきましたが、前述のとおり実働人員は不足

しており、必ずしも要望に応じ得ているとは言えない状況です。この実働人員不足を解決するた

めには、有害鳥獣捕獲の必要性を広報することと共に新たな狩猟免許者を育てられる環境を整備

することと考えます。 

環境整備は猟友会のみでは困難であり、浜田市、周辺市町村、県、国の助力が必要です。島根

県東部にはこのような環境が整えられておりますが西部にはいまだ整っていません。この事を解

消すべく以下の通り研修施設の設置を進めて頂くよう強く要望します。 

 

1  請願の要旨 

 島根県西部地区有害鳥獣捕獲研修センターの設置 

 

2  請願の理由 

島根県内の狩猟免許者数は、昭和50年には 6,027 人でしたが平成26年には3,534人に減少し

ており現在は3,000人を割っています。特に県西部においてその現象は著しく、有害鳥獣の捕獲

体制維持が困難となってきた現状には、県西部に研修・広報を担う施設が存在していないことが

あげられ、このような施設を県西部の中央となる浜田市に設置することが必要です。 

銃器使用者の免許数は、銃所持仕様の厳格化、練習環境の悪化等のため、昭和50年の所持者と

比較しても現在は28％までに減少するとともに、高齢化率も70％を超える状況となり、銃所有者

の減少は、大型獣の駆逐を困難にし人里周辺への出没を抑止できなくなる一因です。銃所有には、

狩猟免許の取得と共に射撃場での射撃義務も課せられており、免許取得に先立つ講習ができ、射

撃練習も可能な施設が求められます。 
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また近年では、中山間地域集落単位での鳥獣被害対策の講習・研修の必要性も高くなっています。

このような講習・研修を行える施設を整えるとともに、狩猟者との連携や技能の継承を行う必要が

あります。 

 

 以上のような理由により、島根県西部地区を対象とした有害鳥獣捕獲研修センターを浜田市に設

置できるよう、適地の選定から建設までご助力をお願いいたします。 

ご助力をお願いするにあたり、浜田市長、津和野町長、美郷町長、吉賀町長、川本町長、益田市長、

邑南町長、江津市長の同意書、設立推進協議会設立委員名簿を添付いたします。 

 

なにとぞ、県西部中山間地域住民の鳥獣害被害対策に応えたい猟友会の思いをくみ取り、浜田市、

県、国と共に「島根県西部地区有害鳥獣捕獲研修センター」の建設が進みますよう、ご助力を重ね

てお願いいたします。 





地方財政の充実・強化を求める意見書 

 

 新型コロナウイルスの出現により、地方自治体には新たに多くの行政需要

が発生しています。ワクチン接種体制の構築、防疫体制の強化、「新しい生

活様式」への変化を余儀なくされた市民の日常生活から発生する問題など、

あらゆる課題に即時の対応が求められています。それと同時に、医療・介護

など社会保障への対応、子育て支援策の充実、地域交通の維持・確保など、

少子・高齢化の進展とともに、従来からの行政サービスに対する需要も、こ

れまで以上に高まりつつあります。しかし、現実に公的サービスを担う人材

は不足しており、疲弊する職場実態にある中、近年多発している大規模災害、

またデジタル・ガバメント化への対応も迫られています。 

 こうした地方の財源対応について、政府はいわゆる「骨太方針2018」に基

づき、2021年度の地方財政計画までは、2018年度の地方財政計画の水準を下

回らないよう、実質的に同水準を確保してきました。しかし、新型コロナウ

イルスへの対応により巨額の財政出動が行われるなか、2022年度以降の地方

財源が十分に確保できるのか、大きな不安が残されています。 

 このため、2022年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、コロナ禍

による新たな行政需要なども把握しながら、歳入・歳出を的確に見積もり、

地方財政の確立をめざすよう、政府に以下の事項の実現を求めます。 

 

記 

 

1. 社会保障、防災、環境、地域交通、人口減少、デジタル化対策など、増

大する地方自治体の財政需要を的確に把握し、これに見合う地方一般財源総

額の確保をはかること。 

 

2. とりわけ新型コロナウイルス対策として、ワクチン接種体制の構築、感

染症対応業務を含めた、より全体的な保健所体制・機能の強化、その他の新

型コロナウイルス対応事業、また地域経済の活性化まで踏まえた、十分な財

源措置をはかること。 

 

3. 子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援な

ど、急増する社会保障ニーズが自治体の一般行政経費を圧迫していることか

ら、地方単独事業分も含めた十分な社会保障経費の拡充をはかること。また、

(案) 

 



人材を確保するための自治体の取り組みを支える財政措置を講じること。 

 

4. デジタル・ガバメント化における自治体業務システムの標準化について

は、自治体の実情を踏まえるとともに、目標時期の延長や一定のカスタマイ

ズを可能とするなど、より柔軟に対応すること。また、地域経済を活性化さ

せるためにも、デジタルシステムの標準化による大手企業の寡占を防止する

こと、また地域での人材育成をはかるなど、地域デジタル社会推進費の有効

活用も含めて対応すること。 

 

5. 「まち・ひと・しごと創生事業費」として確保されている1兆円について、

引き続き同規模の財源確保をはかること。 

 

6. 2020年度から始まった会計年度任用職員制度について、今後も当該職員

の処遇改善が求められることから、引き続き所要額の調査を行うなどして、

さらなる財政需要を十分に満たすこと。また、処遇改善額が明確となるよう

配慮すること。 

 

7. 森林環境譲与税の譲与基準については、より林業需要の高い自治体への

譲与額を増大させるよう見直すこと。 

 

8. 地域間の財源偏在性の是正にむけては、偏在性の小さい所得税・消費税

を対象に国税から地方税への税源移譲を行うなど、抜本的な改善を行うこと。 

 また、コロナ禍において固定資産税の軽減措置等が行われたことはやむを

得ないものの、各種税制の廃止、減税を検討する際には、地方６団体などを

通じて、自治体の意見や財政に与える影響を十分検証した上で、代替財源の

確保をはじめ、財政運営に支障が生じることがないよう対応をはかること。 

 

9. 地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、市町村合併

の算定特例の終了への対応、小規模自治体に配慮した段階補正の強化など対

策を講じること。 

 

10. 地方交付税の法定率を引き上げるなど、引き続き、臨時財政対策債に頼

らない地方財政の確立に取り組むこと。 

 



 以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。 

 

 

令和3年 月 日 

浜 田 市 議 会 

 

提出先  

大 島 理 森 衆議院議長 

山 東 昭 子 参議院議長 

菅  義 偉 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 財務大臣 

武 田 良 太 総務大臣 

田 村 憲 久 厚生労働大臣  

坂 本 哲 志 内閣府特命担当大臣（地方創生） 

 西 村 康 稔 内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当） 
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令和 3 年 6 月浜田市議会定例会議の会議予定について 

期間 日程案 会場 開始時間

6月 11日 (金) 議会運営委員会 全員協議会室 10時～

議会広報広聴委員会 全員協議会室 13時30分～
12日 (土)
13日 (日)
14日 (月)
15日 (火) 議員定数等議会改革推進特別委員会 全員協議会室 10時～

16日 (水)
説明用パネル提出締切
【12時まで】

17日 (木) 福祉環境委員会 全員協議会室 10時～

18日 (金) 1 開会　提案説明 議場 10時～

全員協議会 議場 本会議終了後

総務文教委員会 第1委員会室 全員協議会終了後

福祉環境委員会 第2委員会室 全員協議会終了後

産業建設委員会 第3委員会室 全員協議会終了後

自治区制度等行財政改革推進特別委員会 全員協議会室 13時30分～
19日 (土) 2
20日 (日) 3
21日 (月) 4 個人一般質問 議場 10時～

22日 (火) 5 個人一般質問 議場 10時～

23日 (水) 6 個人一般質問 議場 10時～

議会運営委員会 全員協議会室 個人一般質問終了後

24日 (木) 7 個人一般質問 議場 10時～

25日 (金) 8 議案質疑 議場 10時～

自治区制度等行財政改革推進特別委員会 全員協議会室 13時～
26日 (土) 9
27日 (日) 10
28日 (月) 11 総務文教委員会 全員協議会室 10時～

29日 (火) 12 福祉環境委員会 全員協議会室 10時～

30日 (水) 13 産業建設委員会 全員協議会室 10時～

7月 1日 (木) 14 予算決算委員会 議場 10時～

討論通告期限【17時】

2日 (金) 15 休会

対抗討論通告期限【13時】
3日 (土) 16
4日 (日) 17
5日 (月) 18 採決 議場 10時～

全員協議会 議場 本会議終了後

議会運営委員会 全員協議会室 全員協議会終了後  

【補足（3 月 17 日議会運営委員会協議内容）】 

1  個人一般質問について 

 ⑴ 持ち時間 質問 20 分（最大）   答弁合わせて 50 分（最大） 

        ※原則答弁合わせて 40 分で終了 

 ⑵ 質問内容 テーマの制限はなし 

2  委員会について 

 ⑴ 所 管 事 務 調 査  これまでと同様に実施 

 ⑵ 執行部報告事項  事前に資料を熟読し執行部説明は、補足説明のみ 

質疑はこれまでと同様に実施 


























































































































